
様式例第13号の１

利用意向調査書

平成 年 月 日

住所

氏名 殿

農業委員会会長 印

下記農地は、現に耕作の目的に供されておらず、かつ、引き続き耕作の目的に供されないと見込

まれる（その農業上の利用の程度がその周辺の地域における農地の利用の程度に比し著しく劣って

いると認められる）ことから、農地法第32条第１項の規定に基づく利用意向調査を行いますので、

別添の「農地における利用の意向について」に必要事項を記入の上、同封の返送用封筒にて返送し

てください。

記

１ 農地の所在等

所在・地番 地目 面積（㎡）

２ 利用状況

(1) 調査年月日

(2) 調査者

(3) 利用状況

３ 留意事項

以下のいずれかに該当する場合には、農地法第36条の規定に基づき農地中間管理機構と協議す

べき旨を勧告しますので、留意願います。

(1) 自ら耕作する意思を表明した場合において、その表明のあった日から起算して６ヵ月を経過

した日においても、その農業上の利用の増進が図られていないとき。

(2) 自ら所有権の移転・賃貸借の設定を行う意思を表明した場合において、その表明のあった日

から起算して６ヵ月を経過した日においても、これらの権利の設定又は移転が行われていない

とき。

(3) 農業上の利用を行う意思がないとき。

(4) 本通知発出日から起算して６ヵ月を経過した日においても意思の表明がないとき。

なお、上記に該当する場合でも、正当の事由があるときは、この限りではありません。



（記載要領）

１ 通知の相手方が複数いる場合は、あて名は連名にした上でそれぞれに通知すること。

２ 法人である場合は、住所は主たる事務所の所在地を、氏名は法人の名称及び代表者の氏名を

それぞれ記載する。

３ 別添「農地における利用の意向について」の用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とし、返信

用封筒を同封すること。



農地における利用の意向について

平成 年 月 日

住所

氏名 印

電話番号

下記の農地について以下のとおり利用します。

なお、本日から６月を経過する日までに農業上の利用の増進が図られない場合には、農地法（昭

和27年法律第229号）第39条第１項の規定による都道府県知事の裁定により、賃借権等の設定が行

われる場合があることについて承知いたします。

□ 当該農地について、農地中間管理事業を利用します。(注１)

□ 当該農地について、農地利用集積円滑化団体（団体名：○○）が行う農地所有者代理事業

を利用します。(注２)

□ 当該農地について、自ら所有権の移転又は賃借権その他の使用収益を目的とする権利の設

定若しくは移転を行います。

□ 自ら耕作します。

□ その他

（自由記載欄）

(注１)農業振興地域内の農地についてのみ選択可能。

(注２)市街化区域外のみ選択可能。また、農地の所有者のみ選択可能。

記

農地の所在等

所在・地番 地目 面積（㎡）



（記載要領）

１ 届出者の氏名（法人にあってはその代表者の氏名）の記載を自署する場合においては、押印

を省略することができます。

２ 届出者が法人である場合は、住所は主たる事務所の所在地を、氏名は法人の名称及び代表者

の氏名をそれぞれ記載してください。

３ 農地の所在・地番ごとに異なる意向がある場合には、当該農地ごとの「農地における利用の

意向について」を作成し、提出してください。



様式例第13号の２

公 示

下記農地は農地法第32条第１項第○号に該当する農地であるので、同条第３項の規定に基づき

公示する。

平成 年 月 日

農業委員会会長 印

記

１ 農地の所在等

所在・地番 地目 面積（㎡） 農地に関する 農地法第32 農地の所有

権利の種類 条第１項の 者等の情報

該当号

農地法第32条第１項第１号及び第２号

第１号 現に耕作の目的に供されておらず、かつ、引き続き耕作の目的に供されないと見込

まれる農地

第２号 その農業上の利用の程度がその周辺の地域における農地の利用の程度に比し著しく

劣つていると認められる農地

２ この公示は、農地法第32条に基づく利用意向調査を受けるべき農地の所有者又は当該農地につ

いて所有権以外の権原に基づき使用及び収益をする者（以下「所有者等」という。）を確知でき

ないことから行うものである。

３ 上記の農地の所有者等は、この公示の日から起算して６か月以内に、次に掲げる事項を記載し

た申出書に当該農地についての権限を証する書類を添えて農業委員会に提出するものとする。

(1) 申出を行う者の氏名・住所（法人にあっては、その名称・主たる事務所の所在地・代表者の

氏名）

(2) 当該農地の所在、地番、地目、面積

４ また、この公示があった日から起算して６か月以内に所有者等から申出がなかった場合には、

農地法第43条に基づき、農地中間管理機構にその旨を通知し、当該公示に係る農地について都道

府県知事の裁定により利用権の設定が行われることがある。

（記載要領）

１ 記の１の「農地法第32条第１項の該当号」欄には、当該農地が農地法第32条第１項各号のい

ずれに該当するかを記載する。

２ 記の１の「農地の所有者等の情報」欄には、調査等で知り得た情報をできる限り記載する。



様式例第13号の３

公示した旨の通知

平成 年 月 日

住所

氏名 殿

農業委員会会長 印

下記農地は、○年○月○日付けで行った利用状況調査の結果、現に耕作の目的に供されておらず、

かつ、引き続き耕作の目的に供されないと見込まれる（その農業上の利用の程度がその周辺の地域

における農地の利用の程度に比し著しく劣っていると認められる）ものと判断がなされました。

しかしながら、当該農地の所有権又は所有権以外の権限について二分の一を超える持ち分を有す

る者を確知できなかったため、別添のとおり公示しましたのでその旨通知します。

記

１ 農地の所在等

所在・地番 地目 面積（㎡） 農地に関する 農地法第32 農地の所有

権利の種類 条第１項の 者等の情報

該当号

農地法第32条第１項第１号及び第２号

第１号 現に耕作の目的に供されておらず、かつ、引き続き耕作の目的に供されないと見込

まれる農地

第２号 その農業上の利用の程度がその周辺の地域における農地の利用の程度に比し著しく

劣つていると認められる農地

２ この公示があった日から起算して６か月以内にその農地又はその農地について、申出がなかっ

た場合には、農地法第43条に基づき、農地中間管理機構にその旨を通知し、当該公示に係る農地

について都道府県知事の裁定により利用権の設定が行われることがありますので、申し添えます。

（記載要領）

１ 記の１の「農地法第32条第１項の該当号」欄には、当該農地が農地法第32条第１項各号のい

ずれに該当するかを記載する。

２ 記の１の「農地の所有者等の情報」欄には、調査等で知り得た情報をできる限り記載する。

３ 公示の写しを添付する。



様式例第13号の４

農地法第32条第３項に基づく申出書

平成 年 月 日

農業委員会会長 殿

住所：

氏名： 印

農地法第32条第３項の規定に基づき、下記農地の所有者等であることを申し出ます。

記

１ 農地の所在等

所在・地番 地目 面積（㎡）

所有権に関する事項 所有者の氏名

所有権以外の権利に関 権利の種類 内容 権利を有する者の氏名

する事項

２ 権限を証する書類（別添）

(1)

(2)

(3)

（記載要領）

１ 届出者の氏名（法人にあってはその代表者の氏名）の記載を自署する場合においては、押印

を省略することができます。

２ 届出者が法人である場合は、住所は主たる事務所の所在地を、氏名は法人の名称及び代表者

の氏名をそれぞれ記載してください。

３ 「所有権に関する事項」については、所有者が法人である場合においては、法人の名称及び

代表者の氏名を記載してください。

４ 「所有権以外の権利に関する事項」については、届出者に所有権以外の権原が設定されてい

る場合に記載してください。「内容」欄には、権利（賃借権等）の存続期間、借賃等を記載し

てください。法人である場合は、「権利を有する者の氏名」欄には、法人の名称及び代表者の

氏名を記載してください。



様式例第13号の５

農地法第35条第１項に基づく通知

平成 年 月 日

主たる事務所の所在地

農地中間管理機構の名称及び代表者氏名 殿

農業委員会会長 印

農地法第35条第１項の規定に基づき、下記農地の所有者等から農地中間管理事業を利用する意思

がある旨の表明があったので通知します。

記

１ 農地の所在等

所在・地番 地目 面積（㎡）

所有権に関する事項 所有者の氏名

所有権以外の権利に関 権利の種類 内容 権利を有する者の氏名

する事項

２ 所有者等の連絡先

住所：

電話番号：

（記載要領）

１ 「所有権に関する事項」については、所有者が法人である場合においては、法人の名称及び

代表者の氏名を記載する。

２ 「所有権以外の権利に関する事項」については、所有権以外の権原が設定されている場合に

記載する。「内容」欄には、権利（賃借権等）の存続期間、借賃等を記載する。法人である場

合は、「権利を有する者の氏名」欄には、法人の名称及び代表者の氏名を記載する。



様式例第13号の６

農地法第35条第３項に基づく通知

平成 年 月 日

主たる事務所の所在地

農地利用集積円滑化団体代表者名 殿

農業委員会会長 印

農地法第35条第３項の規定に基づき、下記農地の所有者等から農地所有者代理事業を利用する意

思がある旨の表明があったので通知します。

記

１ 農地の所在等

所在・地番 地目 面積（㎡）

所有権に関する事項 所有者の氏名

所有権以外の権利に関 権利の種類 内容 権利を有する者の氏名

する事項

２ 所有者等の連絡先

住所：

電話番号：

（記載要領）

１ 「所有権に関する事項」については、所有者が法人である場合においては、法人の名称及び

代表者の氏名を記載する。

２ 「所有権以外の権利に関する事項」については、所有権以外の権原が設定されている場合に

記載する。「内容」欄には、権利（賃借権等）の存続期間、借賃等を記載する。法人である場

合は、「権利を有する者の氏名」欄には、法人の名称及び代表者の氏名を記載する。



様式例第13号の７

勧告書

平成 年 月 日

住所

氏名 殿

農業委員会会長 印

農地法第36条第１項の規定に基づき、下記の農地について、農地中間管理機構による農地中間管

理権の取得に関し、同機構と協議すべきことを勧告します。

記

１ 農地の所在等

所在・地番 地目 面積（㎡） 農地に関する

権利の種類

２ 勧告の理由

○○のため、農地法第36条第１項第○号に該当します。

３ 農地中間管理機構の連絡先

農地中間管理機構名：

住所：

電話番号：

（留意事項）

勧告があった日から起算して２ヶ月以内に農地中間管理機構との協議が整わず、又は協議を行

うことができないときは、農地中間管理機構が都道府県知事に対し、上記農地について農地中間

管理権の設定に関し、裁定を申請することがあることを申し添えます。

（記載要領）

法人である場合は、住所は主たる事務所の所在地を、氏名は法人の名称及び代表者の氏名をそ

れぞれ記載する。



様式例第13号の８

農地法第36条第１項に基づく勧告を行った旨の通知書

平成 年 月 日

主たる事務所の所在地

農地中間管理機構の名称及び代表者氏名 殿

（農地の所有者氏名 殿）

農業委員会会長 印

下記農地の所有権等に対して、農地法第36条第１項の規定に基づき勧告したので、同条第２項に

基づき通知します。

記

１ 農地の所在等

所在・地番 地目 面積（㎡） 所有者等の住所・氏名・電

話番号

２ 農地中間管理機構は、上記農地の所有者等に連絡してください。

３ その他参考となるべき事項

（記載要領）

１ 記の１の農地の所有者等が法人である場合は、住所は主たる事務所の所在地を、氏名は法人

の名称及び代表者の氏名をそれぞれ記載する。

２ 農地の所有者あてに通知する場合は、記の２を削る。

３ 記の３の「その他参考となるべき事項」には、勧告書の内容、土地の状況を記載する（必要

に応じて図面、写真等を添付）。



様式例第13号の９

農地中間管理権の設定に関する裁定の申請書

平成 年 月 日

都道府県知事 殿

主たる事務所の所在地

農地中間管理機構の名称及び代表者名 印

平成 年 月 日に、農地法第36条第１項に基づき農地中間管理権の取得に関し勧告が行

われましたが、２か月以内に勧告を受けた者との協議が調わなかった（又は協議を行うことができ

なかった）ので、同法第37条の規定に基づき農地中間管理権の設定に関する裁定を、下記のとお

り申請します。

記

１ 農地の所在等

所在・地番 地目 面積（㎡） 所有者等の住所・氏名

２ 農地の利用の現況

３ 利用計画の内容の詳細

４ 希望する農地中間管理権の始期等

始期 存続期間 借賃 支払方法

５ その他参考となる事項

（記載要領）

１ 代表者の氏名の記載を自署する場合においては、押印を省略することができる。

２ 所有者等が法人である場合は、住所は主たる事務所の所在地を、氏名は法人の名称及び代表

者の氏名をそれぞれ記載する。



様式例第13号の10

農地中間管理権の設定の裁定に関する通知書

平成 年 月 日

住所

氏名 殿

都道府県知事 印

下記農地については、農地法第37条の規定に基づき農地中間管理権の設定に関する裁定が申請さ

れたので、同法第38条第１項の規定に基づき通知します。

なお、平成 年 月 日までにこれに係る意見書を提出できますので、お知らせします。

記

１ 農地の所在等

所在・地番 地目 面積（㎡） 所有者等の住所・氏名

２ 農地中間管理機構の名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地

３ 農地の利用の現況

４ 農地中間管理機構の利用計画の内容の詳細

５ 農地中間管理機構の希望する農地中間管理権の始期等

始期 存続期間 借賃 支払方法

６ その他参考となる事項

（記載要領）

１ 様式例第13号の11（農地中間管理権の設定の裁定に関する意見書）を添付する。

２ 法人である場合は、住所は主たる事務所の所在地を、氏名は法人の名称及び代表者の氏名を

それぞれ記載する。



様式例第13号の11

農地中間管理権の設定の裁定に関する意見書

平成 年 月 日

都道府県知事 殿

住所

氏名 印

平成 年 月 日付けの通知について、農地法第38条第１項の規定に基づき意見書を、下

記のとおり提出します。

記

１ 農地の所在等

所在・地番 地目 面積（㎡）

２ 権利の種類及び内容

種類 内容

３ 農地の利用の状況及び利用計画

４ 農地を現に耕作の目的に供していない理由

５ 意見の趣旨及びその理由

６ 農地中間管理機構との協議が調わず、又は協議を行うことができない理由

７ その他参考となるべき事項

（記載要領）

１ 提出者の氏名（法人にあってはその代表者の氏名）の記載を自署する場合においては、押印

を省略することができます。

２ 法人である場合は、住所は主たる事務所の所在地を、氏名は法人の名称及び代表者の氏名を

それぞれ記載してください。

３ 記の２の「内容」欄には、提出者に所有権以外の権原が設定されている場合に、権利（賃借

権等）の存続期間、借賃等を記載してください。



様式例第13号の12

農地中間管理権の裁定通知書

番 号

平成 年 月 日

主たる事務所の所在地

農地中間管理機構の名称及び代表者氏名 殿

都道府県知事 印

平成 年 月 日付けで農地法第37条の規定による農地中間管理権の設定に関する裁定の

申請のあった下記の農地について、同法第39条第１項の規定により農地中間管理権を設定する裁定

をしたので、同法第40条第１項の規定に基づき、下記のとおり通知します。

記

１ 農地の所在等

所在・地番 地目 面積（㎡）

２ 農地中間管理権の内容等

内容 始期 存続期間 借賃 支払方法

３ 農地中間管理権が設定された農地中間管理機構の名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在

地



様式例第13号の13

農地中間管理権の裁定通知書

番 号

平成 年 月 日

住所

氏名 殿

都道府県知事 印

農地法第39条第１項の規定により、下記農地に農地中間管理権を設定する裁定をしたので、同法

第40条第１項の規定に基づき、下記のとおり通知します。

記

１ 農地の所在等

所在・地番 地目 面積（㎡）

２ 農地中間管理権の内容等

内容 始期 存続期間 借賃 支払方法

３ 農地中間管理権が設定された農地中間管理機構の名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在

地



（教示）

１ この処分に不服があるときは、地方自治法（昭和22年法律第67号）第255条の２の規定によ

り、この処分があったことを知った日から60日以内（処分があったことを知った日の翌日か

ら起算します。）に、審査請求書（行政不服審査法（昭和37年法律第160号）第15条に規定す

る事項を記載しなければなりません。）正副２通を農林水産大臣に提出して審査請求をするこ

とができます（なお、処分があったことを知った日から60日以内であっても、処分の日から

１年を経過したときは審査請求をすることはできません。）。なお、審査請求書は、なるべく

地方農政局長（○○市○○町○○番地）を経由して提出してください。

２ この処分の取消しの訴えは、この処分についての審査請求に対する裁決があったことを知

った日から６か月以内（裁決があったことを知った日の翌日から起算します。）に、都道府県

を被告として（訴訟において都道府県を代表する者は知事となります。）、提起することがで

きます（なお、処分についての審査請求に対する裁決があったことを知った日から６か月以

内であっても、裁決の日から１年を経過したときは処分の取消しの訴えを提起することはで

きません。）。

３ この処分の取消しの訴えは、農地法第54条の規定により、この処分についての審査請求に

対する裁決を経た後でなければ提起することができませんが、次の①から③までのいずれか

に該当するときは、審査請求に対する裁決を経ないで処分の取消しの訴えを提起することが

できます。

この場合においては、処分の取消しの訴えは、処分があったことを知った日から６か月以

内（処分があったことを知った日の翌日から起算します。）に提起することができます。（な

お、処分があったことを知った日から６か月以内であっても、処分の日から１年を経過した

ときは、処分の取消しの訴えを提起することはできません。）

① 審査請求があった日から３か月を経過しても裁決がないとき。

② 処分、処分の執行又は手続の続行により生ずる著しい損害を避けるため緊急の必要があ

るとき。

③ その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。

（記載要領）

法人である場合は、住所は主たる事務所の所在地を、氏名は法人の名称及び代表者の氏名をそ

れぞれ記載する。



様式例第13号の14

農地法第43条第１項に基づく通知

平成 年 月 日

主たる事務所の所在地

農地中間管理機構の名称及び代表者氏名 殿

農業委員会会長 印

農地法第32条第３項の規定に基づき公示した下記農地について、所有者等からの申出がなかった

ので、同法第43条第１項に基づき通知します。

記

農地の所在等

所在・地番 地目 面積（㎡） 農地に関する 農地法第32 農地の所有

権利の種類 条第１項の 者等の情報

該当号

農地法第32条第１項第１号及び第２号

第１号 現に耕作の目的に供されておらず、かつ、引き続き耕作の目的に供されないと見込

まれる農地

第２号 その農業上の利用の程度がその周辺の地域における農地の利用の程度に比し著しく

劣つていると認められる農地

（記載要領）

１ 「農地法第32条第１項の該当号」欄には、当該農地が農地法第32条第１項各号のいずれに該

当するかを記載する。

２ 「農地の所有者等の情報」欄には、調査等で知り得た情報をできる限り記載する。

３ 公示の写しを添付する。



様式例第13号の15

利用権の設定に関する裁定の申請書

平成 年 月 日

都道府県知事 殿

主たる事務所の所在地

農地中間管理機構の名称及び代表者名 印

農地法第43条第１項の規定に基づき、下記の農地を利用する権利の設定に関する裁定を申請しま

す。

記

１ 農地の所在等

所在・地番 地目 面積（㎡） 所有者等の情報

２ 農地の利用の現況

３ 利用計画の内容の詳細

４ 希望する権利の始期等

始期 存続期間 借賃に相当する補償金の額

５ その他参考となる事項

（記載要領）

１ 記の１の「所有者等の情報」欄には、農地法第43条第１項の規定に基づく農業委員会からの

通知（様式例第13号の14）の情報等を記載する。

２ 提出者の氏名（法人にあってはその代表者の氏名）の記載を自署する場合においては、押印

を省略することができる。

３ 所有者等が法人である場合は、住所は主たる事務所の所在地を、氏名は法人の名称及び代表

者の氏名をそれぞれ記載する。



様式例第13号の16

利用権の裁定通知書

番 号

平成 年 月 日

主たる事務所の所在地

農地中間管理機構の名称及び代表者氏名 殿

都道府県知事 印

平成 年 月 日付けで農地法第43条第１項による所有者等を確知できない農地を利用す

る権利の設定に関する裁定の申請のあった下記農地について、同項の規定により利用する権利を設

定する裁定をしたので、同条第３項の規定に基づき通知します。

記

１ 農地の所在等

所在・地番 地目 面積（㎡）

２ 農地を利用する権利の内容等

内容 始期 存続期間 借賃に相当する補償金の額

３ 当該農地を利用する権利が設定された農地中間管理機構の名称、代表者の氏名及び主たる事務

所の所在地

４ 当該農地の所有者等の情報

５ 補償金の支払の方法

当該農地を利用する権利の始期までに○○（地方）法務局（○○支局、○○出張所）に補償金

を供託してください。

６ その他

補償金を供託したときは、供託書正本の写しを都道府県知事に提出してください。

（記載要領）

１ 権利の存続期間は５年以内とする。

２ 記の４の「当該農地の所有者等の情報」には、農地法第32条第３項に基づく公示（様式例第

13号の２）の情報等を記載する。



供託書参考例（供託所に備え付けの用紙を使用すること）



様式例第13号の17

公 告

下記農地について、利用権を設定する裁定をしたので、農地法第43条第３項の規定に基づき公告

する。

平成 年 月 日

都道府県知事 印

記

１ 農地の所在等

所在・地番 地目 面積（㎡）

２ 農地を利用する権利の内容等

内容 始期 存続期間 借賃に相当する補償金の額

３ 農地を利用する権利が設定された農地中間管理機構の名称、代表者の氏名及び主たる事務所の

所在地

４ 農地の所有者等の情報

５ 補償金の支払の方法

農地を利用する権利の始期までに○○（地方）法務局（○○支局、○○出張所）に補償金を供託

してください。

６ その他

農地の所有者等は○○（地方）法務局（○○支局、○○出張所）において、補償金の還付を受

けることができる。

（記載要領）

１ 権利の存続期間は５年以内とする。

２ 記の４の「農地の所有者等の情報」には、農地法第32条第３項に基づく公示（様式例第13号

の２）の情報等を記載する。



様式例第13号の18

措置命令書

番 号

平成 年 月 日

住所

氏名 殿

市町村長 印

下記の農地は、現に耕作の目的に供されておらず、かつ、引き続き耕作の目的に供されないと見

込まれる（その農業上の利用の程度がその周辺の地域における農地の利用の程度に比し著しく劣っ

ていると認められる）農地であり、周辺の地域における営農条件に著しい支障が生じているため（又

は生じるおそれがあるため）、農地法第44条第１項の規定に基づき支障の除去等の措置を講ずるこ

とを命じます。

記

１ 農地の所在等

所在・地番 地目 面積（㎡） 農地に関する 備考

権利の種類

２ 講ずべき支障の除去等の措置の内容

３ 命令の履行期限

年 月 日

４ 命令を行う理由

（留意事項）

１ 命令の履行期限までに支障の除去等の措置を講じないとき、講じても十分でないとき又は講

ずる見込みがないときは、当職において支障の除去等の措置の全部又は一部を講じ、当該措置

に要した費用を徴収する場合があります。

２ 本命令に違反した者は、30万円以下の罰金に処されます（農地法第66条）。

（記載要領）

法人である場合は、住所は主たる事務所の所在地を、氏名は法人の名称及び代表者の氏名をそ

れぞれ記載する。


